
1 

 

主な意見の内容と本市の考え方 

 

１ 全般に関すること（９６件） 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

・子どものことを第一に考えて基本方

針を決めてほしい。 

・基本方針からは京都市が子どもの育

ちをどう考えているのか，どのような

子どもを育てたいのかという理念が見

えてこない。 

・すべての子どもが公平に育ちの支援，

教育が受けられるよう，行政の試行錯

誤の犠牲になることがないように取組

を進めていただきたい。 

・これからも安心して仕事ができる，

子どもたちも安心して過ごせる環境で

あってほしい。 

・子どもの育ち，保育に格差が生じな

いようにしてほしい。 

・実際，基本方針（改定版）に基づき

取組をスタートすると，問題も出てく

ると思うが，前向きで良いと思う。 

・市営・民営の枠を越えて，京都市全

体の保育の向上に力を注いでほしい。 

・市営保育所は，幅広くあらゆるニー

ズに対応するセーフティネット的な役

割を果たすべきだ。 

・公民の役割分担とはどういうことな

のか，どのような役割の違いがあるの

か，分からない。 

・民間移管が進んでいくのであれば，

市営保育所の保育がどのような形で残

されていくのか，もう少し市民に分か

りやすく提示してほしい。 

９６  保育所には，「子どもの最善の利益」（児

童の権利に関する条約第３条）に基づき，

利用者の多様なニーズに応え，入所児童の

保育や保護者への支援に取り組むととも

に，地域における最も身近な子育ての専門

機関として，すべての子どもとその家庭を

支援する役割を果たすことが求められて

います。 

 本市では厳しい財政状況下にあっても，

増加かつ多様化する保育ニーズに応える

ため，多額の予算を投入し，保育所等の整

備を進めるとともに，国基準を上回る保育

士の配置と処遇の改善を図っています。 

 子ども・子育て支援新制度（以下「新制

度」という。）導入後においても，引き続

き本市全体の保育水準の維持向上を図る

ため，公・民の役割分担を見直し，公・民

が一体となって本市の子育て支援の更な

る充実を図ってまいります。 

 市営保育所については，「民間でできる

ことは民間で」という方針の下，行政直営

の保育所として，障害のある子どもへの対

応をはじめ，虐待の早期発見・早期対応や

未然防止等につなげるための地域の子育

て家庭に対する支援等に加え，広域的な地

域の子育て支援拠点としての役割を担い，

子育て家庭への支援の充実に向け取り組

みます。 

 また，一部の市営保育所について，幼保

連携型認定こども園にモデル的に移行し，

幼児期の学校教育・保育の総合的提供及び

実践例の提示を行うことにより，認定こど

も園への移行を検討する事業者への支援

に取り組みます。 
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２ 保育の質の向上に関すること（５７件） 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

・市営保育所の保育運営，安全対策，

危機管理等のマニュアルをまとめ，京

都市の保育のスタンダードを作ってほ

しい。 

・京都市は民間保育園の資質向上に真

剣に向き合い，しっかり指導をしてい

ただきたい。 

・市営と民間の保育士が共に学び，互

いの意見を交流し合うことが今後の京

都市の保育の質を高めるうえで大切で

はないかと思う。 

・保育士が不足しているのに民間園を

増やして充実した保育ができるとは思

えない。 

・保育の質の発展どころか，維持すら

期待できない。 

・保育の質が低下しないか，子どもに

しわ寄せがいかないか心配だ。 

 

 

５７ 本市の保育所入所児童の約９割が民間

保育園によって保育の提供を受けており，

公民ともに「保育所保育指針」に即し，適

切に保育を実施しています。 

市営保育所では，保育の質を担保すると

ともに，更なる向上を目指すための具体的

な取組の基本となる事項を取りまとめた

「市営保育所保育のガイドライン」を作成

するとともに，これを本市のホームページ

に掲載し，広く情報発信を行っています。 

また，保育の質の担保・向上を図るため，

毎年度，障害児保育，食育の推進，食物ア

レルギー対応，保健衛生などをテーマとし

て，本市主催の研修会を行うほか，京都市

保育園連盟が実施する研修に対し助成を

行っています。 

さらに，京都市保育士会と合同で保育士

に対する研修を実施するなど，市営保育所

と民間保育園との情報交換や交流の促進

に努めています。 
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３ 認定こども園への移行に関すること（６９件） 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

・保育内容がより充実し，より教育的

な内容に変わることはうれしいこと

だ。 

・良い人材が育つよう教育にも力を入

れていただく必要がある。 

・新制度に対応し幼保連携型認定こど

も園に移行することは，これからの子

どもの育ちを支えるうえで重要なこと

だ。最終的にはすべての園が移行する

べきだ。 

・新制度への移行に当たって，モデル

となる施設として，市の取組を見てみ

たい。 

・一般市民にも実践例を分かりやすく

提示してもらえたら，認定こども園に

対する理解が深まると思う。 

・認定こども園については，様々な問

題点が指摘されており，幼稚園と保育

園の良いところを併せ持つという評価

はあまりに短絡的だ。 

・保育園，幼稚園ともに保育と教育の

いずれにおいても十分な役割を果たし

てきている。認定こども園へのモデル

的な移行を市が率先してする意味が分

からない。 

・市営保育所は，事業者と利用者の直

接契約となる認定こども園へのモデル

的移行を行うべきではない。 

・具体的にどのようなメリットがある

のかが理解できない。 

・市営の認定こども園がモデルとして，

民間にこうあるべきとの押付けをして

はいけない。 

・幼稚園の良さが教育的なところにあ

るように読み取れるが，乳幼児期に教

育が必要だろうか。 

・一つの園の中で「幼稚園組」「保育園

組」と別れてしまい，物質・精神面で，

子どもが格差を感じることが起こって

しまわないか。 

・今後の入所先を選択するために，ど

の市営保育所がモデルとして認定こど

も園になるのか示してほしい。 

６９  認定こども園は，保育園の保育機能と幼

稚園の教育機能を備えた施設として，保護

者の就労の有無にかかわらず地域の子ど

もを受け入れ，質の高い幼児教育・保育を

一体的に提供するとともに，子育て関連情

報や親子の交流の場の提供，子育て家庭の

相談対応等，地域の子育て支援を担う施設

です。  

 認定こども園では，１号認定こども（※）

が受ける幼児教育は，概ね１４時までとな

りますが，２号認定こども（※）と同じク

ラスで同じ内容の教育を受け，共に過ごす

ことになります。 

 本市では，市立幼稚園，市営保育所がそ

れぞれ長年培ってきた幼児期の学校教

育・保育の理念を融合した本市独自の「幼

保連携型認定こども園教育・保育課程編成

要領」を策定し，私立幼稚園，民間保育園

での取組状況を踏まえながら，一部の市営

保育所について，モデル的に幼保連携型認

定こども園に移行することにより，認定こ

ども園への移行を検討する事業者への支

援に取り組みます。 

 モデル的に認定こども園に移行する市

営保育所については，保育所や幼稚園の分

布等を勘案し，検討してまいります。 

 

（※） 

１号認定子ども：３～５歳の幼児教育のみ 

２号認定子ども：３～５歳の保育を必要と 

        する子ども 
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４ 障害のある子ども,虐待を受けた子ども等の入所への対応に関すること（１４３件） 

 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

・市営保育所は，虐待を受けた子ども，

支援の必要な親子，障害のある子ども

の受入れを多くしており，その保育や

研修などの蓄積がある。 

・市営保育所は，民間保育園では対応

できない障害児や被虐待児などを受け

入れ，将来的に社会的自立が可能とな

るような保育を目指してほしい。 

・障害のある子どもや虐待を受けた子

どもが利用しやすいよう，市として責

任を持って運営してほしい。 

・障害児や被虐待児の早期発見・早期

対応を市営保育所の役割として位置付

けると，市営保育所における障害児，

被虐待児等の割合が高くなるのではな

いかと不安である。 

・現実は民間保育園で受け入れられな

い子どもが市営保育所に入所・転所し

ている。 

・障害のある子どもに対する職員配置

の基準について，公民格差をなくさな

くてはならない。 

・市営保育所は今後新たに児童相談所

の分室的な位置付けを行い，地域の児

童福祉の核として，障害を持つ児童や

問題を抱える家庭の相談や療育に力を

入れていただきたい。 

・障害，虐待，家庭での養育が十分で

ない子の保育所への受入れ等の役割を

放棄することに反対である。 

・民間保育園では受け入れてもらえな

い障害を持った子どもたちがいたり，

途中入所ができない状況がある中での

民間移管には反対である。 

・障害のある子どもたちは民間の保育

所になかなか入れない。どこでも入れ

るような体制を整えてから民間移管を

進めるべきである。 

・市営保育所は年度途中入所への対応

や障害のある子ども，虐待ケースの受

入れに大きな役割を担っており，新た

な民間移管は京都市全体の保育の質の

低下を招く。 

・受入れが柔軟な市営保育所の存在は

必要だ。民間になって同様のサービス

が受けられるとは思わない。 

１４３  平成２５年度末の障害のある子どもに係

る職員加配の対象となる児童数は，民間保

育園で１，０１４人，市営保育所で２５７

人となっています。 

 民間保育園における，障害のある子ども

の受入状況については各園により差が見受

けられるところですが，いずれの園におい

ても，障害のある子どもの受入れが積極的

に行われ，障害のある子どもが希望に応じ，

身近な地域の保育園に入所できるよう環境

整備を図ることが必要です。 

 このため，本市の障害児保育の推進の取

組として，京都市保育園連盟による民間保

育園への障害児保育巡回相談や，児童福祉

センターの地域班における，保育園の障害

相談を行っています。 

 また，障害のある子どもに対する職員加

配の対象となる児童の認定方法と職員加配

について公民で違いがありましたが，この

うち認定方法について，平成２５年度から，

民間保育園においても，従来の書面審査に

加えて，市営保育所と同様に専門職が児童

の行動観察を直接行う訪問調査を行ったう

えで，判定会議により認定するよう，見直

しを行いました。この見直しにより，民間

保育園における認定児童数は，前年度から

２１９名増加し，障害のある子どもに対す

る職員配置が充実し，入所児童全員の処遇

の向上が図られました。 

 職員加配については，現在の市営保育所

における加配のあり方も見直す中で，公・

民の職員加配の統一化を図ることとします。 

 併せて，市営保育所が培ってきた障害児

保育について，広く情報を発信し，本市全

体の保育の質の向上を図っていきます。 

 また，虐待を受けた子どもや気になる子

どもについて，民間保育園においても，よ

り多くの受入れを行っていただけるよう，

児童福祉センターや子ども支援センターな

ど，関係機関の連携による支援の強化を図

ります。 

 年度途中入所の対応については，民間保

育園の新設や既存の民間保育園の増改築等

による定員拡大などで受入枠の拡大を図っ

ており，引き続き公・民共に対応してまい

ります。   
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５ 地域の子育て支援に関すること（３３件） 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

・市営保育所の子育て支援について，

継続するとともに，より発展させてい

ってほしい。 

・引き続き担っていく役割・機能の中

でも特に虐待の早期発見は必要である

と思う。 

・虐待防止のセーフティネットの役割

を充実させ，地域子育て支援の強化に

努めるべきだ。 

・地域におけるすべての就学前児童に

対応できる機能・能力を備えていただ

きたい。 

・園庭開放では他の保護者や子育て支

援担当の保育士とも話す機会が増え，

子どももとても喜んでいる。 

・市営保育所は地域の子育て拠点とし

て専任の先生がいて，利用しやすく，

未就学児童と親のコミュニケーション

の場として，とても重要な場所となっ

ていると思う。 

・虐待・障害の早期発見・早期支援等

が，各区に１つの市営保育所では担っ

ていけない。 

・拠点事業は行政が実施することで，

保健所等他の機関と繋がりやすいとい

う利点がある。今の内容を民間へ引き

継ぐのは困難である。 

・拠点事業の民間委託について，安定

した拠点事業ができるとは考えられな

い。 

・入所する子どもだけでなく，地域の

子育て中の人にとっても重要な拠点と

なる市営保育所は必要である。 

・一部の民間保育園においては積極的

な子育て支援を行っているとは感じら

れない。 

３３  市営保育所においては，現在，１６箇所

で専任の保育士を配置して，地域子育支援

拠点事業（以下「拠点事業」という。）を実

施し，地域に出向き幅広く子育てに関する

相談等に対応する取組を展開しています

が，今後，各区・支所の区域を担当する保

育所を明確にして拠点事業を実施し，広域

的なネットワークの構築を図るとともに，

障害のある子どもや，虐待を受けた子ども

に対する積極的な対応，養育不安や困難を

抱える家庭に対する訪問事業等の実施な

ど，地域の子育て家庭に対する支援に取り

組み，各区・支所の区域全体を活動範囲と

する地域の子育て支援拠点として，更なる

機能強化を図ります。 

 なお，子育て関連情報の提供，子育て親

子の交流の促進等の身近な地域の子育て支

援については，これまでから児童館・民間

保育園等で行われてきたところですが，今

後更に充実した取組となるよう連携し，地

域の子育て支援の更なる推進を図ります。 
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６ 民間への移管に関すること（１，８５１件） 

 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

＜肯定的意見＞ 

・今回の改定案で概ね１行政区に１保

育所というバランスの配置になり，公

立としてのセーフティネット的な役割

として最小限の機能を残しつつ民営化

の方針が示されたことは望ましい方向

性と言える。 

・民間，市営のどちらが良いというこ

とではなく，民間でできることは民間

で，民間でできないことは市営で行う

役割分担を行うのがよいのではない

か。 

・保育サービスが実質的に悪化しない

のであれば，民間移管については合理

的なお金の使い方であり賛成できる。 

・保育ニーズが増え続ける中，民営化

によって生じた予算を活用し，保育を

利用できる受け皿を作ることが最優先

されるべきである。 

・民間移管にこだわりはない。障害の

ある子どもの入所対応等が充実し，良

い内容であるなら問題ない。 

・子どもたちを安心して預けられる保

育園なら民間でも市営でもどちらでも

よい。 

・民間でできることは民間に移管して

いくことは賛成である。安心して子ど

もを預けられるよう，移管後の行政に

よる点検やチェックをお願いしたい。 

２０ 比較的大規模で，ターミナルに近いな

ど，広域の地域の子育て家庭に対する支援

施設としての役割を担い得る市営保育所

については，地域の子育て支援拠点とし

て，更なる機能強化を図ります。  

一方，本市の厳しい財政状況の下，今後

とも増加かつ多様化する保育ニーズに応

えるため，民間保育園におけるこれまでの

取組や民間における運営の柔軟性・運営費

面でのメリット等を踏まえて，市営保育所

（京北地域を除く。）が複数所在する地域

（左京区，中京区，南区，伏見区）の保育

所について，平成２９年度からの３年間で

６箇所を民間に移管することとします。こ

れによって生じた財源については，本市の

子育て支援の更なる拡充を図るために活

用します。 

移管後の運営状況については，指導監査

や保育園への定期訪問により確認すると

ともに，移管後３年以内に第三者評価の受

審を義務付けることとしています。 
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＜否定的意見及び慎重に実施すべき＞ 

・市営保育所の担ってきた普遍的な役

割を無視した民間移管の基本方針に全

面的に反対する。 

・市は一定程度保育に直接責任を持つ

べきである。 

・支援の必要な家庭や子供たちに対し，

行政の責任の下で保育を行っていくの

が本来のあり方ではないか。 

・なぜ地域のセーフティネットである

保育所を民営化するのか。地域の弱者

を切り捨てるのか。 

・公と民では，障害のある子の受入れ

や一時保育の利用状況に明らかに違い

があり，この違いを是正せずに移管す

れば，保育環境の維持ができない。 

・市営保育所は地域の未入園児，保護

者に対する取組，重度障害の子どもた

ちへの支援において大きな役割を果た

している。その実績を他の民間保育園

にも広げ，全体の質の向上を目指すべ

きである。 

・市営保育所の保育は，保育内容に偏

りがなく，子どもの発達を中心に考え

られている。 

･京都市の保育の質の向上には市営保

育所は絶対に必要だ。 

・他都市に比べて市営保育所が少ない

のに，更に民営化するのはやめてもら

いたい。 

・市営，民間それぞれに特徴や良い部

分がある。保護者の選択肢が狭くなら

ないよう，市営保育所を残してほしい。 

・公立の保育に誇りをもって継続・存

続してほしい。民営化は誰のためにも

ならない。 

・コストカットのために子どもを犠牲

にすることは許せない。 

・経費削減のために他にできることは

あるはずだ。 

・民営化を進めるのではなく，市の予

算拡充こそが市民の願いである。 

 

７４１  本市においては，約９割の民間保育園と

約１割の市営保育所が一体となって，保育

所入所をはじめ，多様な保育サービスを提

供していますが，保育サービスの更なる充

実とともに，新たな保育ニーズに対する取

組も求められています。 

 これらに応えるため，平成２４年５月に

基本方針を策定し，市営保育所には民間保

育園とは異なる，行政直営の保育所として

の役割・機能を持たせる一方，民間保育園

と比べて高コストとなっている現状を踏

まえ，民間保育園による取組で十分に対応

が可能であるものについては，民間保育園

への移管に取り組み，公・民が一体となっ

て本市全体の保育水準の向上を図ってま

いります。 
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・民間保育園の賃金が低すぎるのであ

り，低い方に合わせて行く方針では保

育の質の低下に直結するのではないか

と危惧する。 

･民間の保育士が長く働ける環境をつ

くるべきではないか。 

６５  民間保育園に対しては，いわゆるプール

制において，年間４０億円を超える本市独

自の補助金を投入することにより，国基準

を上回る保育士を配置するとともに，処遇

改善に取り組んでいます。 

 この結果，本市の民間保育園職員の給与

については，全国平均の１．４倍となって

おり，全国でもトップクラスの保育水準を

確保しております。  

 また，平成２５，２６年度においては，

国の財源を活用し，「保育士等処遇改善臨

時特例事業」を実施しました。さらに，新

制度下においては，公定価格において処遇

改善等加算が設けられる予定です。 

 平成２６年度には，「京都市保育人材サ

ポートセンター」を開設し，保育園に勤務

する保育士からの相談に応じるとともに，

就業継続支援研修を実施し，保育士の離職

防止に努めています。また，社会福祉施設

で働く職員の悩みごとや心配ごとについ

て専門のカウンセラーが相談に応じる「メ

ンタルヘルス相談室」を開設し，職員の心

の健康の保持増進を図っています。 

 今後も引き続き民間保育園の保育士等

の処遇向上に努めてまいります。 

・時間をかけ，保護者との十分な協議

をするべきである。 

・反省点，改善点など検討される間も

なく次々と移管されている。急速な変

化は現場の混乱を招き，子どもに悪影

響を与えるのではないか。 

・民営化が全く悪いとは思わないが，

進め方が早すぎる。考えなく無理やり

進めていることに疑問を感じてしま

う。 

・保護者の多数が反対している保育所

に関しては，移管の対象とすべきでは

ない。 

・こんなに大切なことが積極的に周知

されていないことに納得できない。も

っと市民に分かりやすく情報を知らせ

るべきである。 

・民営化と新制度への対応を同時に進

行させることには無理がありすぎる。 

・移管後の影響や現場の混乱等を考慮

した改革の進め方を強く求める。 

・当事者や保護者，現場の声を聴く気

はあるのか。性急で強引な移管には安

心できる要素が一つもない。 

１，０２５  市営保育所の今後のあり方については，

保育を取り巻く情勢が変動する中，本市の

厳しい財政状況の下で，公民全体で本市の

保育を向上させていく必要があることか

ら，「京都市社会福祉審議会 福祉施策のあ

り方検討専門分科会」における約１年４箇

月にわたる審議を経て，平成２３年１２月

に「市営保育所の今後のあり方について

（最終意見）」として取りまとめられ，こ

の最終意見を踏まえ，本市において，平成

２４年５月に「市営保育所の今後のあり方

に関する基本方針」を策定しました。 

 この基本方針の改定に当たっては，平成

２６年５月及び７月の京都市子ども・子育

て会議の幼児教育・保育部会において，市

営保育所の今後の方向性に係る意見聴取

を経たうえ，８月の同部会で基本方針（改

定版）案」を示し意見聴取を行いました。 

 また，移管対象とする６箇所の保育所の

保護者の方々及び市営保育所保護者会連

絡会に対しては説明会を開催するととも

に，平成２６年８月２６日から９月２５日

までの１箇月間，広く市民の皆様の意見の

募集を行いました。 
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・すべての保護者の不安を払拭してか

ら民間移管を行うべきである。 

・市民に分かりやすく説明し，移管以

外の方法がないということを納得して

もらう努力を尽くしたうえでコストカ

ットの決断をする必要がある。 

・時間をかけて説明することで，現在

の対立的な行政と保護者の関係を対話

的ないしは協力的な関係に変えること

ができるのではないか。 

  今後，民間への移管に当たっては，移管

先法人の選定や，引継ぎ・共同保育など，

それぞれの時期に応じて，保護者の皆様に

丁寧に説明させていただくとともに，入所

する児童への影響や保護者の意見に十分

配慮してまいります。 
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７ 民間への移管のプロセスに関すること（４１３件） 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

・移管先を選定する際に，ここだけは

クリアすべきという項目と，点数の基

準を設けていただきたい。 

・保育の経験のない法人等が移管先に

なった場合，「保育の質」は守られるの

か。 

・移管先の募集条件の開示，選定委員

に保護者も加えること，移管条件とし

て保護者の要望を最優先順位とするこ

とを求める。 

・移管先法人の選定に当たり保護者の

意見を加味するとのことであるが，ど

の程度反映されるか分からない。 

 

２３９  京都市子ども・子育て会議 児童福祉分

科会 市営保育所移管先選定部会において

は，現在運営している保育園の状況，応募

施設の運営計画や，応募団体が運営する保

育園における保育等の審査基準を明示し

たうえで，基準に基づき審査を行うことと

しています。 

 保育の経験のない法人等の審査におい

ては，とりわけ乳児保育の引継ぎが確実に

行われる提案内容となっているかについ

て，選定部会で審査することとなります

が，審査方法については，今後，選定部会

において審議いただくこととします。 

 選定部会においては，移管対象保育所の

保護者の意見を聴取し，移管先法人等募集

要項について審議するとともに，実地審査

を行う際に，保護者に同行及び意見の提出

をいただき，当該意見を選定部会に提示し

たうえで審査を行うこととしています。 

 なお，選定部会における移管先法人等の

審査に当たっては，障害児保育に係るこれ

までの取組実績についても評価すること

としています。 

・京都市の保育の質がしっかり引き継

がれていくか不安である。 

・市営保育所では，障害のある子ども

を多く受け入れているが，民間移管と

なっても保育は引き継がれるのか。 

・給食費が園によって異なったり，寄

付金などを求められないか心配であ

る。 

・独自サービスにお金がかからないよ

うにしてほしい。 

・布団の貸出しの廃止，お迎えに遅れ

た場合の延長料の請求，土曜日やお盆

休み，平日の代休などはやめてほしい。 

・保育料が引き上げられたり，備品等

の購入で親に負担がかからないか心配

だ。 

・園庭開放が少なくなると遊びの場が

減るので困る。 

・移管後に，今までと違うと感じる保

護者の声を聴いていただき，指導を行

う等のフォローをしてほしい。 

・一時保育を利用している。このよう

な支援がなくなると本当に困る。 

・引継ぎ・共同保育の期間は２年間で

９１ 市営保育所の民間移管に当たっては，現

在の市営保育所の取組を，移管後もできる

限り引き継いでいただくよう，移管先法人

等の募集要項において，移管後の運営に係

る基本事項を遵守することを求めていま

す。 

具体的には，保育内容や一時保育，園庭

開放について，できる限り現状を維持する

こととしており，年間行事についても，当

分の間（※１）現状を維持すること，移管

前の開所時間を確保すること，休園日を日

曜日，祝日及び１２月２９日から１月３日

のみとすることを，募集要項の中で求めて

います。 

保育料については，市営，民間ともに本

市が定めた基準に基づき決定されるもの

であり，移管により額が変わることはあり

ません。その他の費用負担については，市

が予め認めた費用以外の負担を保護者に

求めないこと，やむを得ず新たな費用負担

を求める場合は，移管先法人・保護者・京

都市で構成する三者協議会（※２）におい

て協議したうえで実施することとしてい
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は短い。最低でも３年間は必要だと考

える。 

ます。 

 ２年間の引継ぎ・共同保育期間において

は，保育の引継ぎのほか，移管先法人職員

に市営保育所が実施する職員向け研修へ

の参加を求めるなど，しっかりと引継ぎを

行います。また，重度の障害があるなど特

に配慮を要する子どもが移管時に在籍す

る場合は，より丁寧な引継ぎを行ってまい

ります。 

 

※１「当分の間」とは，移管日の前日に在 

園していた児童が卒園するまでの間

を言います。 

※２ 三者協議会は，移管実施の１年前に

設置し，概ね２箇月に１回，クラス代

表の保護者に参加いただき，移管後の

保育園の運営等について協議を行い

ます。 

・これまで民間移管された保育所の検

証はきちんとされているのか。 

・これまでの移管が本当に適当であっ

たか，保育の質の低下がなかったのか

という検証を行い，市民に公開するこ

とが次の移管への取組の最低条件であ

る。 

・総括も行われないまま更なる民間移

管を進めることは反対である。 

・２箇所の保育園の民間移管から半年

が経過したが，保護者や職員からどの

ような意見が出ているか聴かせてほし

い。 

・第三者機関による検証委員会をつく

り，その報告に基づきながら更なる移

管を進めるべきだ。 

・既に移管した保育園のフォローや報

告があってこその話だと思うので，丁

寧に進めていただきたい。 

・移管の是非を問うのではなく，移管

後の問題に取り組んだ方がよい。 

３３  平成２５年度から室町乳児保育所及び朱

雀乳児保育所において，引継ぎ・共同保育

を実施してきており，移管に当たって課題

が生じれば，引継ぎ・共同保育や三者協議

会の運営を行う中でしっかりと把握し，解

消に努めています。また，共同保育を行っ

ている本市職員のみの協議や，移管先法人

職員との合同会議により，課題の共有を図

っており，円滑な移管ができています。 

 今後，移管対象保育所の保護者説明会に

おいて，すでに民間移管を実施した保育園

における三者協議会の様子について，情報

提供を行います。 

 なお，移管後において，提供されるサー

ビスの質を検証するため，移管後３年以内

に第三者評価の受審を義務付けるととも

に，本市が毎年度実施する民間保育園に対

する指導監査に加えて，当分の間，移管後

の保育園を定期的に訪問し，保育の実施状

況を確認します。 

・保護者支援が必要な家庭が増えてい

る中，保護者はどうなってしまうのか

心配である。 

・市営・民間のメリット・デメリット

を分かりやすく教えてほしい。 

２０  民間保育園では，各保育園における保育

の理念や目標に基づき，保護者の意見も採

り入れながら，独自性や創意工夫を活かし

た保育を実践されています。  

  市営保育所では，全保育所統一した保育

理念に基づき，各保育所で保育に取り組ん

でいます。 

 民間保育園，市営保育所のいずれにおい

ても，保育所保育指針に則した保育を実践

するとともに，保育の質の向上に向けた取
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組や地域の子育て支援を推進しています。 

 なお，保育所保育指針において，保育所

では，保護者支援を行う必要があることが

規定されており，公・民共に取り組んでい

ます。  

・民間移管により生じた財源を保育だ

けでなく，子育て支援全般に活用して

ほしい。 

・民間移管により生じた財源を具体的

にどのように活用するのか明確にして

もらいたい。 

・京都市として保育予算を独自に保障

してほしい。 

２０  本市全体において，平成２９年度末に

は，２６年度末と比較して約４，７００人

の保育を必要とする児童が増加すると見

込んでおり，保育園等の整備や運営に係る

財源を確保する必要性があります。 

 平成２４年度と平成２５年度の決算を

比較すると，保育所入所児童数が約２３０

人増加した結果，保育所運営費総額で約４

億円増加しています。 

 平成２６年度の保育所運営費予算総額

は約３６３億円で，このうち保育料の国基

準からの軽減分として約２７億円，民間保

育園職員の処遇改善等の本市独自の充実

分として約５３億円を計上しています。 

 今後とも，増加する保育ニーズへの対応

も含め，子育て支援の更なる拡充を図りま

す。 

・できる限り保護者にも負担の協力を

してもらい，市営保育所を減らさない

ようにする努力をすればよいと思う。 

・保育料を上げる，布団の貸出しを廃

止する，行事を減らすなどいろいろ工

夫できると思う。 

６  これまでから，保育所運営における公民

格差の解消に努めていますが，市営保育所

は民間保育園と比べて高コストとなって

いる現状及び民間における運営の柔軟性

等を踏まえ，民間への移管に取り組むこと

としています。 

・パブリックコメントは何に活用され

ているのか。 

・パブリックコメントの意見や提案を

盛り込んだ基本方針に変更してもらい

たい。パブリックコメントを全て公開

してもらいたい。可能な限り個別具体

的に回答してもらいたい。 

 

４  基本方針（改定版）につきましては，市

民の皆様からいただいた御意見等を踏ま

え，一部を変更したうえ策定しました。 

（主な変更点） 

・障害児に対する職員加配について，公・

民の職員加配の統一化を図ることとしま

した（「基本方針」（改定版）Ｐ１２） 

・民間への移管に当たり，重度の障害があ

るなど特に配慮を要する子どもが在籍す

る場合は，より丁寧な引継ぎを行うことと

しました。（「基本方針」（改定版）Ｐ１６） 

・移管後の本市の関与として，当分の間，

移管後の保育園を定期的に訪問し，保育の

実施状況を確認することとしました。（「基

本方針」（改定版）Ｐ１６） 
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８ その他（１７件） 

御意見の要旨 件数 御意見に対する本市の考え方 

・西京区，右京区にも公営保育所があ

るべきだ。 

・今後とも増加かつ多様化する保育ニ

ーズに本当に応えるために，市営保育

所を増やす計画を入れてもらいたい。 

９  市営保育所を新設する場合，国の財政措

置は見込めず，整備に要する費用の全額を

本市独自の負担で賄うこととなることか

ら，本市の厳しい財政状況の下で，市営保

育所を新たに設置することは困難です。 

・待機児童ゼロは素晴らしいが，保育

士の人数も設備も充実させるべき。 

７  保育所待機児童の解消については，民間

保育園の新設，増改築，昼間里親や小規模

保育事業の設置促進等，更には，幼稚園の

良さを活かした預かり保育の実施等様々

な取組により，受入枠の拡大を図っていま

す。 

 また，保育士確保対策については，本市

独自の民間保育園への運営補助により，保

育士について，例えば，４歳児の場合，国

基準では児童３０人に対し１人のところ

を，児童２０人に対し１人とするなど，手

厚く配置しています。 

  また，保育士等就職フェアを実施すると

ともに，平成２６年度には「京都市保育人

材サポートセンター」を開設し，資格を持

ちながら現場から離れている潜在保育士

の掘り起こしや，勤務条件の調整，あっせ

んのほか，再就職のための研修を行ってい

ます。 

・保育所運営費とはどのようなものか

具体的に示してもらいたい。 

１  保育所運営費は，主に入所児童の処遇

費，職員の人件費及び施設の維持管理費等

であり，厚生労働省令で定める「児童福祉

施設最低基準」を維持・充足させるために

必要な経費です。  

 


